
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

「１日２０時間とか会社にいると、もは

や何のために生きているのか、わからなく

なってくる」（過労自殺した社員のツイッタ

ーより）。日本では過労死の危険が他人事で

はありません。 

野党４党は、労働基準法を改正し、残業

時間の上限を明記することを要求。一刻も

早く実現し、「８時間働けばふつうに暮らせ

る社会」を。 

 １％のお金持ちのためでなく９９％

のために。今、世界でも日本でも、市民

運動と政党が力を合わせて政治を変え

るうねりが広がっています。 

 自公政権のもとで、過労死を生むよう

な過酷な労働、国の教育予算を減らして

大学授業料は上がり続け、奨学金は給付

型ではなくローンのような利子つき返

済型です。 

 こうした古い政治を変えて、国民が主

人公の新しい政治を切り開きましょう。 
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政府は、２０１８年度から給付型奨学金

をスタートさせようとしていますが、その

規模は１学年２万人。全学生のわずか２％

です。 

他の先進国では３割程度が給付型奨学金

を利用。日本共産党は、月３万円を７０万

人に支給すること、その財源はあまりに貧

弱な高等教育予算を拡充することで可能と

提案しています 

 

奨学金、返すの

タイヘン 

大学の授業料

高すぎっ 

深夜まで仕事で 

もうクタクタ 

バイト先が 

ブラックで… 



 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

たん活動（軍隊の物資や移動などを

支援すること）にあたることを可能

にしました。 

現地で自衛隊が戦闘行為に巻き

込まれたら、日本が海外での戦争に

参加し、「海外で殺し、殺される」

危険に直面します。憲法を踏み外す

海外派兵は取りやめるべきです。 

日本共産党市議団が受けて

いた２０代の青年からの労働

問題の相談で朗報です。 

労基署、弁護士と連携 
あるスーパーで働く青年は

「月１００時間近い残業」をし

ても月１万円の「残業手当」し

か受け取っていませんでした。 

 

昨年末の米軍オスプレイの墜落事故からわずか

６日後に米軍は飛行訓練を再開。さらに年明けに

は事故に直結したとされる「空中給油」まで行っ

ています。事故原因も特定しないまま、米軍にい

われるまま訓練再開を容認する安倍自公政権。と

ても主権国家の政府とは言えません。 

全国各地でオスプレイなどの訓練、配備が計画

され、戦争する国づくりが進められています。 

京都府では、丹後半島に米軍Ｘバンドレーダー

が設置されたのに続き、自衛隊・福知山射撃場で

米軍が実弾訓練をするようになりました。 

日本共産党は、オスプレイの飛行中止、配備撤

回、さらに米軍基地の機能を強化しないよう求め

ています。 

日本共産党の立党の精神は、「国民の苦難軽

減」です。創立９５年、日本の政党のなかでい

ちばん長い歴史をもっています。党員は全国に

約３０万人。国会議員は衆・参あわせて３５人。

地方議員が約２８００人。草の根で国民とむす

びついて活動しています。 

 

 
オスプレイ墜落現場＝沖縄県名護市 

日本は憲法９条で、海外で武力を

行使することを禁止しています。と

ころが安倍政権は、安全保障関連法

（戦争法）を通し、海外での「戦闘

地域」に自衛隊を派遣し、米軍の兵

労働基準監督署と相談し、市

議団と弁護士事務所が連携し

て取り組んだ結果、勤め先が１

００万円の未払い残業代を支

払うことになりました。労働基

準法などを無視した行為にた

いし、勇気をもって声をあげま

しょう。 

 

 


